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（１）概要

　○年間販売電力量は、リニューアル工事に伴う運転停止（舂米発電所）や７月豪雨被害による運転

停止（加地発電所）等により、前年度比１１.２％減の約１２万７千MWhとなった。一方、事業収

益は前年度比４８百万円増の１９億８１百万円となった。

　○風力発電所の修繕費用等の増加により事業費用が４５百万円増加したものの、純損失は前年度比
　 　 ３百万円の減の３５百万円となった。

（２）収益的収入・支出(３条)

  30年度   29年度 差　　引

①収　益 1,981 1,933 48

　　  営業収益 1,868 1,861 7

1,868 1,861 7

1,473 1,437 36

85 95 △ 10

310 329 △ 19

0 0 0

113 70 43

　　  特別利益 0 2 △ 2

②費　用　 2,016 1,971 45

　　  営業費用 1,946 1,867 79

1,607 1,581 26

　　　　 風力発電費 143 77 66

196 209 △ 13

　　  営業外費用 70 86 △ 16

0 18 △ 18

△ 35 △ 38 3

0 445 △ 445

△ 35 407 △ 442

（３）資本的収入・支出（４条）

  30年度   29年度 差    引

822 83 739  

　　　企業債 822 82 740 新規発電所建設等に係る企業債借入金の増

　　　固定資産売却代金 0 1 △ 1

　　　雑収入 0 0 0

2,176 1,022 1,154

　　　建設改良費 1,709 424 1,285

　　　企業債償還金 467 598 △ 131

△ 1,354 △ 939 △ 415

△ 1,394 △ 34 △ 1,360

○主な建設改良事業（消費税抜き）              私都川発電所建設工事（水圧管路、水車発電機ほか） （441百万円）
佐治発電所自動制御装置ほか更新工事  （132百万円）
鳥取放牧場風力発電所１号機及び３号機主軸受他更新工事  （148百万円）

※金額はＨ３０年度中の支払額

（４）　借入金の状況

○企業債 (単位：百万円)

前年度未残高 当年度借入額 当年度償還額 　当年度末
　未償還残高

5,351 822 467 5,706
 （注）　建設改良費の充当財源として借入

平成３０年度電気事業会計決算概要

　　 　　　太陽光発電電力料

　 　　　電力料

（税抜、単位：百万円）

①資本的収入

　 　　　営業雑収益

委託費・修繕費の減、固定資産除却費の増

　当年度未処分利益剰余金
  (当年度未処理欠損金)

　実質資金収支（ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）

　　 　　　 水力発電電力料

　　 　　 　風力発電電力料

区　　分

　　　 　太陽光発電費

　　  特別損失

差引（①－②）

新規発電所建設等に係る工事費等の増

　当年度純損益(①－②) 

②資本的支出

　 その他未処分利益剰余金変動額

長期前受金戻入、災害共済金の増

　

３,４条収支合計に減価償却費等の非資金損益項目等を加
減した、実際の現金の増減額

（税抜、単位：百万円）

備　　　考

区　　　  分 備　　　    考

　　  営業外収益

　　　　 水力発電費等

修繕費、固定資産除却費の増

【売電電力量及び単価等】

区分
売電電力量

（MWｈ）
目標達成率

（％）
単価

(円/kWh）

水力発電
(12箇所)

  １１３，５２０
（ １２８，３７０）

 　　８４．２
　 　（８９．０）

１０．１０（FIT適用以外）　※1

風力発電
(1箇所)

 　　 ４，４７１
　　 （４，９５８）

    　９５．２
    （１０５．６）

１９．０８

太陽光発電
（8箇所）

　　　８，６４６
　　 （９，２０４）

   １１１．５
   （１１８．７）

３２～４０　※２

合計
  １２６，６３７
（ １４２，５３３）

    　８６．０
 　（　９１．０）

（）内は昨年度実績等
※１　FIT適用発電所の単価　　加地：18.96、袋川：20.91､
　　　 賀祥：29.00、若松川・横瀬川・私都川：34.00
※２　FIT単価（H24年度：40　H25年度：36　H26年度：32 ）
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（１）概要

○契約水量は、一部のユーザーで増量があったことから、前年度比１００㎥/日増の３４,４５０
  ㎥/日となった。また、事業収益は前年度比横ばいの５億円となった。

○日野川工業用水道の漏水応急対策工事の減少等により事業費用が１９百万円減少し、純損失は

　前年度比１９百万円減の２億９百万円となった。

（２）収益的収入・支出(３条)
　 （税抜、単位：百万円）

  30年度   29年度 差　　引

①収　益
500 500 0 　

　　　営業収益 369 369 0

369 369 0

131 131 0

②費　用 709 728 △ 19

　　　営業費用 610 623 △ 13

227 238 △ 11

383 385 △ 2

　　　営業外費用 93 105 △ 12 企業債償還利息の減

6 0 6 過年度損益修正損

△ 209 △ 228 19

3,096 2,868 228

3,305 3,096 209

（３）資本的収入・支出（４条）

　 （税抜、単位：百万円）

  30年度   29年度 差　　引

361 324 37  

　　　企業債 53 26 27

　　　出資金 308 298 10 一般会計からの鳥取工水への出資金

563 514 49

　　　建設改良費 57 24 33

　　　企業債償還金 506 490 16

△ 202 △ 190 △ 12

△ 116 △ 149 33

○主な建設改良事業（消費税抜き）　　　           　　　　　　　　日野川工業用水道２６号配水支管布設工事　（30百万円）

（４）　借入金等の状況

○企業債 (単位：百万円)

前年度末残高 当年度借入額 当年度償還額
　当年度末
　未償還残高

　　日野川 1,478 47 198 1,327

鳥取地区 3,436 6 308 3,134

計 4,914 53 506 4,461

○一般会計長期借入金 (単位：百万円)

前年度末残高 当年度借入額 当年度償還額
　当年度末
　未償還残高

　　日野川 682 0 0 682

○一般会計出資金 (単位：百万円)

前年度末繰入累計 当年度繰入額 当年度末累計額

鳥取地区 3,166 308 3,474

３,４条収支合計に減価償却費等の非資金損益項目等を加減し
た、実際の現金の増減額

  (注) 建設改良費の充当財源として借入

  (注) 石州府への給水事業に伴う収益的収支の資金不足分を借入（H7年度～H17年度)

  (注) 企業債の元金償還金相当額について出資金を繰入（H11年度～)

①資本的収入

区　　　　　分

　　　営業外収益

　

備　　　　　　考

　 　　　給水収益

　当年度純損益(①－②)

　　　　　業務費等 委託料、修繕費の減

　　　特別損失

　当年度未処理欠損金

　前年度繰越欠損金

　実質資金収支（ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）

区　　　  分

備　　　　　    考

　　　　　減価償却費

②資本的支出

新規給水設備費等の増

平成３０年度工業用水道事業会計決算概要

差引（①－②）

【契約給水量及び単価等】

　区　　分 契約水量
（ｍ３/日）

契　約
企業数

年間給水量

(千ｍ３）

単価

(円/m３）

既 設：２０

石州府：５０

鳥取地区工業用水道
     ５,９５０
 　（５,９５０）

  １２
（１２）

    １,８５０
  （１,８２７）

　     ４５

合　　計
   ３４,４５０
 （３４,３５０）

９５
（９５）

    ８,０４９
　（８,２９４）

（　）内は昨年度実績等、単価は昨年度と同額

   ２８,５００
 （２８,４００）

日野川工業用水道
　  ６,１９９
　（６,４６７）

８３
（８３）

- 2 -



（１）概要

　○新規の長期土地貸付１件（竹内工業団地）があったものの、前年度のような大口売却案件がな

かったため、事業収益は前年度比８億６０百万円減の１億３百万円となった。

　○事業費用についても、土地売却原価の減少などにより７億３６百万円減少し、純利益は６６百

万円となった。（前年度比１億２４百万円の減）

（２）収益的収入・支出(３条)

  30年度   29年度 差　　引

①収　益 103 963 △ 860  

　　  営業収益 97 956 △ 859  

1 862 △ 861

　　　　  その他営業収益 96 94 2 長期土地貸付料（竹内：10社　旗ヶ崎：3社）

6 7 △ 1 土地貸付料ほか

②費　用　 37 773 △ 736

　　  営業費用 37 773 △ 736

2 741 △ 739

35 32 3

　　  営業外費用 0 0 0 　

0 0 0

66 190 △ 124

4,591 4,781 △ 190

4,525 4,591 △ 66

（３）資本的収入・支出（４条）

  30年度   29年度 差    引

0 0 0 　  

68 945 △ 877

　　　建設改良費 0 0 0

 　　　他会計借入金償還金 53 930 △ 877

　　　 利子補給返還金 15 15 0

△ 68 △ 945 877

15 △ 12 27

  ４ 借入金の状況（４）借入金の状況

○一般会計長期借入金 (単位：百万円）

 前年度末残高 当年度借入額 当年度返済額 当年度末残高

竹　内 2,820 0 53 2,767

（注）土地造成のための借入

  ４ 借入金の状況（５）分譲状況
平成31年3月末現在（単位：ha）

工業団地名 造成面積 売却面積 長期貸付面積 未分譲面積 うち工業団地 分譲率

竹　内 128.6 107.4 14.5 6.7 7.4 94.8%

旗ヶ崎 41.9 40.2 1.3 0.4 0.4 99.0%

一般会計長期借入金償還金の減（竹内工業団地分）

②資本的支出

           土地売却収益

　　　　　一般管理費等

　当年度未処理欠損金

（税抜、単位：百万円）

①資本的収入

（税抜、単位：百万円）

備　　　考

差引（①－②）

区　　分

　　  営業外収益

　　　　　土地売却原価

　　  特別損失

　当年度純損益(①－②)

　前年度繰越欠損金

平成３０年度埋立事業会計決算概要

　実質資金収支（ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）
３,４条収支合計に非資金損益項目等を加減した、実際の現
金の増減額

工業団地造成利子補給金返還金（竹内工業団地分）

H29：フェリーターミナル用地売却（812百万円）

H29：フェリーターミナル用地売却原価（680百万円）

区　　　  分 備　　　    考
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